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１　行政官庁認可事項
　
	申　請
年月日
	申請先
	件　　名
	認　可
年月日

	28.2.25
	国土交通大臣
	淀川水系琵琶湖等における水利使用（変更・更新）に関する河川法第23条及び第24条の許可
	30.3.29

	28.2.29
	国土交通大臣
	淀川水系淀川等における水利使用（更新）に関する河川法第23条及び第24条の許可
	30.3.29



２　概　　況
平成29年度は，平成20年度から10年間に取り組むべき課題や目標を定めた「京(みやこ)の水ビジョン」（以下「ビジョン」という。）及びその後期5箇年の実施計画である「京都市上下水道事業 中期経営プラン(2013-2017)」の締めくくりの年として，この計画に掲げる事業を着実に推進するとともに，一層の経営効率化と財政基盤の強化に努めた。
また，山間地域における水道事業を将来にわたり安定的に運営するため，地域水道事業を水道事業に事業統合し，一体的な運営を行った。
平成29年度の経営状況は，収益的収入においては，山間地域の水道事業を統合したことにより有収水量が増加し，前年度決算比較では，水道料金収入は増加した。一方で，前年度の有収水量・水道料金収入に山間地域分を含めて比較（統合の影響を除いて比較）した場合，節水型社会の定着の影響によりそれぞれ減少となった。収益的支出においては，山間地域の水道事業の統合に伴い，人件費，物件費及び減価償却費が増加した一方で，支払利息が減少した。この結果，当年度純損益は51億6,124万円と3年連続の黒字決算となった。
建設改良事業については，老朽化した施設の更新や配水管の布設替えを進めるとともに，山ノ内浄水場跡地における太秦庁舎及び体験型研修施設（水道技術研修施設）を完成させた。また，ビジョンにおいて，計画的に進めてきた道路部分の鉛製給水管の解消（平成21年度から建設改良事業として単独取替事業を実施）については，平成18年度に約18万件あったものを，これまでに約17万件の取替えを行い（残存率：1.7％），有収率の向上等に相当の成果を挙げたことから，単独取替事業は当初の予定どおり平成29年度をもって終了した。
平成29年7月には，西京営業所と右京営業所を統合して西部営業所を開設し，6営業所体制から5営業所体制に移行した。
［給　水］
有収水量は，山間地域の水道事業の統合に伴い，前年度と比べて54万立方メートル増の
1億6,638万立方メートルとなったものの，前年度の有収水量に山間地域分を含めて比較した場合，節水型社会の定着の影響により49万立方メートルの減少となった。
なお，給水量は，前年度と比べて50万立方メートル増の1億8,397万立方メートルとなり，
１日最大給水量は53万4,015立方メートルであった（7月20日）。年度末使用者数は，山間地域分4,574件を含め9,026件増の77万9,390件となった。
［建設整備］
取水・導水施設に関しては，第１疏水第１トンネル補修を継続して実施するとともに，疏水分線取水口北側法面補強を完了させた。
浄水施設に関しては，新山科浄水場の受電設備更新を継続して実施するとともに，蹴上浄水場の第1高区配水池改良及び松ケ崎浄水場の揚水及び表洗ポンプ取替を完了させた。
配水施設に関しては，幹線・支線配水管の布設及び布設替えを33.3キロメートル実施し，配水管更新率は1.2パーセントとなった。
また，平成29年度が最終年度となる道路部分における鉛製給水管の取替えに関しては，8,715件実施し，鉛製給水管の解消に努めた。
庁舎建設に関しては，山ノ内浄水場跡地の北西部用地において，市内西部エリアの営業所を再編するとともに，市内北部エリアにおける水道・下水道の管路維持管理部門を集約し，事業・防災拠点となる太秦庁舎の整備を完了させた。
［経　理］
収益の大部分を占める水道料金収入は，前年度と比べて0.4パーセント増の276億8,140万円（以下，収益的収支については消費税及び地方消費税控除後の額）となったものの，前年度の水道料金収入に山間地域分を含めて比較した場合，0.4パーセントの減少となった。一般会計繰入金は，山間地域の水道事業に係る繰入金の増加（統合により，地域ごとに異なる水道料金制度を水道事業のものに統一）により，9億8,105万円となった。このほか，長期前受金戻入益及びその他の収益を加えた収益の合計は，前年度と比べて3.5パーセント増の330億7,110万円となった。
一方，費用は，支払利息が減少したものの，山間地域の水道事業の統合に伴い，人件費，物件費及び減価償却費が増加したことにより，前年度と比べて5.8パーセント増の279億986万円となった。
この結果，当年度純損益は51億6,124万円となり，3年連続の黒字決算となった。
なお，この51億6,124万円のうち，22億2,725万円を資本金に，29億3,399万円を建設改良事業の財源とするため建設改良積立金に利益処分するとともに，建設改良積立金の取崩しに伴う未処分利益剰余金の増加額である34億7,173万円を資本金に利益処分することとした。
資本的支出においては，建設改良費が前年度からの繰越分を含めて181億3,986万円（以下，消費税及び地方消費税を含む額）となり，これに企業債償還金138億7,698万円などを加え，資本的支出は327億5,680万円となった。
一方，資本的収入は，企業債124億6,600万円，出資金13億9,877万円，加入金5億3,056万円，工事負担金3億1,391万円など158億8,749万円となり，この収入不足額168億6,931万円は損益勘定留保資金や建設改良積立金などで補填し，資本的収支の当年度資金過不足額は28億2,417万円の黒字となった。また，年度末における累積資金過不足額は29億4,045万円の黒字となった。
